
事項 ５全総・国土利用計画要旨 基本政策部会要旨 現状と課題

（災害の発生しやすい国土） ・自然の恩恵と脅威という二面性を考慮しつつ、安全で自然豊か
な国土づくりを進める必要がある。我が国は、変化に富んだ美し
い自然環境を有している一方で、地震災害、風水害等の自然災
害を受けやすいという条件にあり、このような自然の二面性を念
頭に置きつつ、21世紀における人と自然の望ましい関係の構築
を目指す。
・阪神・淡路大震災にかんがみ、危機管理体制の充実、個人や
地域コミュニティの役割の再　認識、災害が必ず起こるものであ
ることを前提とした対策等、国土の安全性の向上を目指し　た対
策を推進する。

・伊勢湾台風（５９年）以降、自然災害による死者は減少し、長期
的に低減傾向。　しかし、阪神淡路大震災（９５年）のように多大
な人命・財産を失う災害が発生。
・北海道南西沖地震（93年）と阪神淡路大震災（95年）以外では、
風水害による死者・行方不明者の占める割合が多い。
・国土の10％に当たる沖積平野（河川氾濫区域）に人口の51％、
資産の75％が集中。　標高１ｍ以下の低平地（全国で1,500平方
キロ）に約４９０万人の人口が居住

（社会経済の変化による新たな
災害）

・都市域においては、洪水が生じた場合の被害の可能性が大き
いことから、河川整備の早期の完成を目指すとともに、浸水常襲
地域の解消のため、排水機場を整備するなど下水道施設整備
や治水施設整備を推進する。

・浸水面積は減少しているが、資産の集中等により水害密度は
大きくなり被害額は減少していない。
・一般資産等被害額、総浸水面積は人口３万に未満の市町村が
多いが、水害密度は人口３０万人以上の都市が著しく高い。
・近年、集中豪雨が増加の傾向

・流域の市街化が進み、短時間に多量の洪水が河川に流入する
ようになった。

・土砂災害危険箇所は年々増加。特に急傾斜値崩壊危険箇所
は近年５年間で急増
・市街地のスプロール化の進展により、土砂災害の危険性が急
激に高まっている。

・地下空間の利用が年々増加している。地下街の約８割、地下鉄
の約９割は三大都市圏に集中

・中山間地域等においては、洪水・土砂災害による地域の孤立
の危険性の高いことから、集落の安全を確保する洪水対策、土
砂災害対策等を推進する。

・今後、全国的な人口減少に伴い人口密度が極端に少ない地域
が発生する可能性がある。こうした地域では、管理水準の低下に
よる国土保全機能の低下が懸念される。

・高齢化の進展に伴い、災害弱者となりうる小走りに何らかの障
害が予想される高齢者１人当たりの１５～６４歳人口は、２０００
年の８人から、２０５０年には２．６人まで減少

・阪神淡路大震災による死者の半数は６５歳以上の高齢者で
あった。

自然災害に強い国土づくりに関する現状と課題

・大地震による火災時や短時間の集中豪雨によ
る洪水時等には、このような高齢者等の災害弱
者への対応が重要な課題となる。

１．自然災害に強いと国土づくりの現
状
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事項 ５全総・国土利用計画要旨 基本政策部会要旨 現状と課題

・洪水・土砂災害に対する安全性を確保するため、総合的な流域
対策、洪水に強い社会づくり、施設計画規模を超過する洪水等
に対する減災性の確保等、流域圏単位での総合的な取組を推
進する。

・流域の状況や地域の地形的・自然的特性、土地利用等の社会
的特性に応じた治水対策が行われている。

洪水ハザードマップ公表市町村数は逐年増加しており、2003年３
月現在、その数は217市町村となっている。

・災害時のリアルタイムでの災害情報のニーズは高い。
・ハザードマップ等の事前情報とリアルタイムの情報提供により、
被害軽減のための迅速な行動が可能となる。

・避難地指定箇所は年々増加しているが、人口集中地区のうち、
避難が困難な区域が６１％存在。

・市町村の防災行政無線の整備状況は同報系無線66.1％、移動
系無線は86.8％に対し、防災機関と学校、病院等の相互連絡が
可能な地域防災無線の整備率は7.8％で有る。

災害時に避難場所となる小中学校等の耐震化の状況は４６％は
耐震性があるが、５４％は耐震性に疑問があるとされている。

・自主防災組織率は逐年増加している。また、組織率の高い県
は静岡県（９７%）、山梨県（９２%）、愛知県（９２%）等東海地震に係
る地震防災対策強化地域及びその周辺地域が高く、結成状況に
大きな地域差が見られる。

・災害時のボランティア活動の経験は少ない（11.4%)が、今後、ボ
ランティア活動に参会意欲を表明した者（条件付き含む）は68.6%
と高い。

・大規模な自然災害にも対応するため、災害の発生を未然に防
止するという視点だけでなく、災害に対してしなやかに対応し、生
じる被害を最小化するという視点にも立った「減災対策」を重視
する。

・大都市域等においては、洪水が生じた場合の被害の可能性が
大きく、広域的に被害が波及する恐れのあることから、施設整備
規模を超過する洪水に対する減災性に考慮し、まちづくりと一体
となった高規格堤防の整備を推進する。

・大規模地震の発生や短時間の集中豪雨によ
る都市型水害の発生のおそれが指摘されてお
り、新たな課題への対応を含め、引き続き安全
な国土の形成を図っていくことが重要である。
・災害の発生を未然に防止するというだけでな
く、災害に対してしなやかに対応し、生じる被害
を最小化するという視点に立った「減災対策 」を
重視することが重要
・世界最大の都市圏を構成している首都圏には
人口、諸機能が集積しており大地震が発生した
場合には、阪神・淡路大震災以上の直接的な人
的、物的被害が生ずることが見込まれる上、全
国的に大きな影響を及ぼすことが懸念される。

・人口や資産が高密度に集積した都市部を流れる河川におい
て、計画規模を越える洪水が起きた場合でも被害を最小化する
ため、まちづくりと一体の高規格堤防（スーパー堤防）を整備して
いる。

・今世紀前半にも発生の恐れがあるとされている東南海・南海地
震の被害想定（中央防災会議）では、関東から九州までの広い
範囲で強い揺れと巨大な津波により、甚大な建物被害と人的被
害が発生することが想定されている。

・住民やコミュニティの自主的な行動と自衛的手段の強化のた
め、地域の防災拠点等を核とした地域の「防災生活圏」の形成を
促進する。
・各々の「防災生活圏」が連携し広域的な防災対応を行うため、
防災拠点間の連絡・連携を強化するとともに、広域防災拠点の
整備充実を図る。

・「自らの身の安全は自らが守るのが防災の基
本」との考えに基づき、住民等の自主防災意識
の高い安全な地域づくりを推進するため、各種
自然災害についてのハザードマップ 等を総合的
に提供することが重要

２．自然災害に強い国土づくりに係
わる取り組み状況

・地域の災害危険度の評価を行い、結果の公表を行うとともに、
これを地域開発や土地利用に反映させるよう努める。

・河川が氾濫した場合にも被害を最小限にくいとめるため、河川
周辺の樹林帯等の保全、洪水・土砂災害危険区域図、避難図の
公表等の氾濫原等における対策を推進する。

・災害対応や河川管理の高度化等を図るため高度な情報通信
基盤等を整備する。


